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患者のための薬局ビジョンに向けた自社薬局の状況調査 
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１１．．ははじじめめにに  

2025 年には団塊世代が 75 歳以上の後期高齢者となり、日本が超高齢化社会になる。

内閣府によると、2042 年に 65 歳以上人口が 3,935 万人でピークに達し、その後は減少

に転じると推計されている。総人口が減少する中で 65 歳以上の者が増加することによ

り高齢化率は上昇を続け、2036 年に 33.3％で３人に１人となる。2042 年以降は 65 歳

以上人口が減少に転じても高齢化率は上昇を続け、2065 年には 38.4％に達して、国民

の約 2.6 人に１人が 65 歳以上の者となる社会が到来すると推計されている（内閣府

2015）。 

高齢化率は、出生率が回復した場合、2040 年代後半にピークアウトし、2060 年には

33.0％、2110 年には 26.6％まで低下すると推計される。ピークアウトするまでに医療

需要が増大するが、それとは逆に病院数は減少しており、病床が逼迫すると考えられ

ている。この病床の逼迫を解消するためには、地域でのプライマリ・ケアの強化が必須

であり、診療所からリハビリ・介護、薬局による薬物治療を連携させ、完結させること

が求められている（内閣府 2015）。 

 地域でのプライマリ・ケアの推進は、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるような住まい・医療・介護・

予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築が課題となる。 

 平成 27 年 10 月に厚生労働省から、地域包括ケアシステムの一環として、かかりつ

け薬剤師・薬局機能を明確化し、将来に向けた薬局再編の姿を示す患者のための薬局

ビジョン（「患者のための薬局ビジョン」）が発表された。 

ここでは、保険薬局は、従来の対物業務から対人業務へのシフトが求められている。 
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「患者のための薬局ビジョン」では門前からかかりつけ、さらには地域へ貢献する

ことが掲げられている。薬局の機能は、「健康サポート機能」「高度薬学管理機能」「服

薬情報の一元的・継続的把握」「24 時間対応・在宅対応」「医療機関等との連携」の

５つであることが示されている。 

 

図１：患者のための薬局ビジョン 

（出所：厚生労働省 2015） 

 

薬局数は年々増加しており、需要を大幅に超える。令和３年度の衛生行政報告によ

ると令和３年度末現在の薬局数は 61,791 施設で、前年度に比べ 840 施設（1.4%）増

加している。全国薬局数は全国コンビニエンスストアの数より多いとされ（厚生労働

省 2023）、日本フランチャイズチェーン協会のコンビニエンスストア統計データによ

ると、令和３年度全国コンビニエンスストアの数は 55,950 施設であり、全国コンビニ

エンスストアの数より 5,841 施設多いとされた。以前からコンビニエンスストアより

も数が多い歯科診療所は、令和３年度における厚生労働省の集計によると 67,899 施設

であり、薬局数より 6,108 施設多いが、薬局の数も年々、増加しており、歯科診療所に

追随する形である。 

一方で、薬学部の乱立により、薬剤師の需要と供給の関係の不均衡さも問題とされ

ている。厚生労働省の推計によると、2045 年の供給数は最大で 45 万 8,000 人、最小で

43 万 2,000 人である。需要数は最大で 40 万 8,000 人、最小で 33 万 2,000 人である。

最大の供給数と最小の需要数の差は 12 万 6,000 人となり、2045 年に供給過剰になる

ことが示唆されている。 

 

 

図２：薬剤師の需給推計 

（出所：厚生労働省 2022②） 

 

日本薬剤師会によると、令和４年度の医薬分業率は 76.6%と公表されており、伸び率

が鈍化していることが公表された。処方箋枚数として、2020 年（令和２年）は 8.6 億

枚であり、その後 10 年間は増加するが、2035 年（令和 12 年）の 9.5 億枚をピークに

ほぼ一定を推移し、2045 年（令和 27 年）には 9.3 億枚と推計されており、人口減少の

影響を受け、処方箋（薬局の実質上の稼働率）は減少の結果下げ止まりする（厚生労働

省 2021）。 

本レビューでは、これらの薬局を取り巻く背景を環境要因ととらえ、現時点での薬

局の経営改善を阻む要因について、所属する自社薬局グループを対象として検証する

ことを目的とした。 
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２２．．目目的的  

本研究では、所属する自社薬局グループ関西エリア A から、I 法人 39 店舗に対して、

環境要因や財務の観点から調査し、厚生労働省が掲げる「患者のための薬局ビジョン」

の方向性に対し、どの程度の業務改善を行うことが可能かを検証する。 

また、現時点での経営を圧迫する要因を検討し、改善可能な方法について、検討する

ことを目的とする。 

 

３３．．方方法法  

 対象法人店舗として、A 法人３店舗、B 法人３店舗、C 法人１店舗、D 法人 12 店舗、

E 法人２店舗、F 法人７店舗、G 法人６店舗、H 法人１店舗、I 法人４店舗の計 39 店舗

を対象にした。 

環境要因分析では、店舗立地地域における人口密度に関するデータ収集に、Geoshape

リポジトリより情報収集し、各店舗が所属する町丁にて集計を行った。稼働率は調剤

報酬点数による加算、日本薬剤師会、調剤報酬点数表（令和５年４月１日施行）を使用

した。調剤報酬算定は大別、調剤技術料と薬学管理料、調剤技術料は、調剤基本料、薬

剤調製料の２つ、薬学管理料は、調剤管理料、服薬管理指導料、各種加算の３つに小別

し、加算状況について店舗ごとの調査を実施した。 

財務の観点からは、上記店舗を有する９法人ごとに 2023 年度の損益計算書と貸借対

照表、この２つの財務諸表とその他データを用いて集計した。 

その際、調剤報酬算定における取得加算が高いほど（仮説１）、また処方箋枚数が多

いほど（仮説２）、売り上げが高くなるとの仮説を立て、経営状況を分析した。 

 

４４．．運運営営にに関関連連すするる要要因因  

44--11..  加加算算とと処処方方箋箋ととのの要要因因をを検検証証  

表１の加算の欄のとおり、各店舗がどの調剤報酬算定要件で取得しているかを調査

した結果、調剤基本料、地域支援体制加算、後発医薬品調剤体制加算が主であることが

わかった。算定要件が良好と不良で比較した結果、合計最大 119 点と最小 21 点と 98

点差があった。調剤基本料最大42点を取得している店舗は22店舗と半分程度である。

地域支援体制加算最大 47 点を算定している店舗は 7 店舗であり、全く取得できていな

い店舗は 12 店舗と３割あった。後発医薬品調剤体制加算最大 30 点を算定している店

舗は８店舗であり、全く取得できていない店舗は 11 店舗あった。健康サポート薬局認

定を受けている、オンライン服薬指導実績がある店舗は１店舗のみであった。施設在

宅応需がある店舗は６店舗であった。リフィル処方実績がある店舗は６店舗であった。 

 表１は加算の取得を降順にした結果、後発医薬品調剤体制加算や地域支援体制加算

を取得している店舗は合計加算が高値である傾向があることがわかった。 

 

表１：2023 年度 各店舗加算取得状況 

 

店舗 加算 店舗 加算 

F-1 119 H 63 

D-10 119 D-4 63 

F-3 117 I-3 59 

D-8 117 C 59 

I-2 117 D-1 51 

D-11 111 A-1 51 

A-2 109 D-3 49 

F-6 102 F-7 49 

G-2 89 E-2 49 

B-2 89 E-1 49 

B-1 89 D-7 49 

F-5 89 G-1 42 

F-4 89 D-12 42 

B-3 81 D-6 42 

G-3 81 D-9 39 

G-4 81 I-1 21 

G-6 81 G-5 21 

F-2 81 D-2 21 

D-5 81 A-3 21 

I-4 68 
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２２．．目目的的  
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また、処方箋総数量を降順にした表２から、処方箋枚数が多い（15,000 枚を超える）

店舗は B-3～F-3 であることがわかった。小児科、耳鼻咽喉科の処方性が多い店舗や多

診療科応需ほど、処方箋枚数が多い傾向があった。 

 

表２：2023 年度 各店舗年間処方箋枚数と応需診療科 

 

店舗 処方箋枚数（枚） 応需診療科 

B-3 29,857 内科、眼科、皮膚科 

F-1 27,075 耳鼻科、内科 

G-3 23,034 耳鼻咽喉科、施設 

D-8 20,476 小児科、内科 

B-2 18,188 小児科 

G-2 16,130 内科、総合病院 

F-3 15,036 内科、在宅 

F-4 14,594 整形、内科 

D-10 14,418 糖尿病内科、在宅 

G-1 14,314 内科、小児科 

G-4 13,835 内科、施設 

B-1 13,724 小児科、整形 

G-5 12,341 内科、外科 

I-2 12,109 内科、脳外科、眼科、耳鼻咽喉科 

E-2 11,820 内科、小児科 

I-3 11,340 内科、小児科 

F-5 11,293 内科 

I-4 11,292 消化器、糖尿病内科 

F-7 10,807 整形 

A-1 10,756 整形外科 

D-2 10,620 人工透析 

D-3 10,501 透析科 

D-9 9,460 小児科、内科 

D-6 9,136 精神科 

C 9,130 内科 

F-2 8,820 小児科、内科 

I-1 8,820 神経内科、公的病院 

D-4 8,744 耳鼻科 

D-12 8,717 消化器内科 

D-7 8,460 小児科 

F-6 8,097 整形 

E-1 7,656 内科小児科 

A-2 7,595 整形外科 

A-3 7,266 整形外科 

D-11 7,040 整形外科 

G-6 6,317 内科(施設) 

H 5,820 面分業 

D-1 5,325 内科 

D-5 4,959 神経内科 
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G-1 14,314 内科、小児科 

G-4 13,835 内科、施設 

B-1 13,724 小児科、整形 

G-5 12,341 内科、外科 

I-2 12,109 内科、脳外科、眼科、耳鼻咽喉科 

E-2 11,820 内科、小児科 

I-3 11,340 内科、小児科 

F-5 11,293 内科 

I-4 11,292 消化器、糖尿病内科 

F-7 10,807 整形 

A-1 10,756 整形外科 

D-2 10,620 人工透析 

D-3 10,501 透析科 

D-9 9,460 小児科、内科 

D-6 9,136 精神科 

C 9,130 内科 

F-2 8,820 小児科、内科 

I-1 8,820 神経内科、公的病院 

D-4 8,744 耳鼻科 

D-12 8,717 消化器内科 

D-7 8,460 小児科 

F-6 8,097 整形 

E-1 7,656 内科小児科 

A-2 7,595 整形外科 

A-3 7,266 整形外科 

D-11 7,040 整形外科 

G-6 6,317 内科(施設) 

H 5,820 面分業 

D-1 5,325 内科 

D-5 4,959 神経内科 
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図３より、処方箋枚数と売上高の相関性を調べた結果、相関係数0.760709235であり、

強い正の相関があった。処方箋枚数が多いほど、売上高が高くなる傾向が示されて

いた。 

 

 
図３：売上高と処方箋枚数の相関 

 

図４より、人口密度と処方箋枚数の相関性を調べた結果、相関係数-0.399683977 で

あったため、弱い負の相関があることがわかった。人口密度が少ないほど、処方箋枚

数が多くなる傾向にある店舗が存在することもわかった。 

 

 
図４：人口密度と処方箋枚数の相関 

 

図５より、売上高と加算の相関性を調べた結果、相関係数は 0.296056638 で弱い相

関があった。これにより、高い加算を取得することは、売上高に少なからず影響するこ

とわかったが、しかし、図５から、プロットは点在状態にあり、実際の相関性は低いこ

とがわかった。 

 

 

図５：売上高と加算の相関図 

 

 図６より、処方箋枚数との加算の相関を分析した結果、相関係数 0.383300198 で弱

い相関があったが、図６より、プロットは点在しており、実際の相関性が低いことがわ

かった。 

 

 

図６：処方箋枚数と加算の相関図 
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図３より、処方箋枚数と売上高の相関性を調べた結果、相関係数0.760709235であり、

強い正の相関があった。処方箋枚数が多いほど、売上高が高くなる傾向が示されて

いた。 

 

 
図３：売上高と処方箋枚数の相関 

 

図４より、人口密度と処方箋枚数の相関性を調べた結果、相関係数-0.399683977 で

あったため、弱い負の相関があることがわかった。人口密度が少ないほど、処方箋枚

数が多くなる傾向にある店舗が存在することもわかった。 

 

 
図４：人口密度と処方箋枚数の相関 

 

図５より、売上高と加算の相関性を調べた結果、相関係数は 0.296056638 で弱い相

関があった。これにより、高い加算を取得することは、売上高に少なからず影響するこ

とわかったが、しかし、図５から、プロットは点在状態にあり、実際の相関性は低いこ

とがわかった。 

 

 

図５：売上高と加算の相関図 

 

 図６より、処方箋枚数との加算の相関を分析した結果、相関係数 0.383300198 で弱

い相関があったが、図６より、プロットは点在しており、実際の相関性が低いことがわ

かった。 

 

 

図６：処方箋枚数と加算の相関図 
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44--22..  財財務務のの観観点点かかららのの検検証証  

表３より、自社グループ A から I 法人の収益性、安全性、成長性を検討した。収益

性で良好な法人は、ROA13％、ROE72％の B 法人と ROA14％、ROE17％の G 法人の２法人

であった。C 法人は ROA が 20％だった。その他の法人は ROA が５％未満、あるいは利

益を出していないため、測定ができない店舗だった。 

安全性では、流動比率の観点から、120％を超えていたのは、B、G、H、I の４法人で

あり、安全と判断することが可能であった。C、D 法人は、120％未満であるが、100％

を超えているため、短期間の支払いに対して現金化できる資産の方が多かった。A、E、

F 法人は 100％を下回り短期的な支払い能力が不足していた。 

固定比率の観点から、B 法人は 219％であり、100％を大幅に超えているため、自己

資本で長期的に回収していく固定資産の運用ができていない状態であることがわかっ

た。G 法人は 49％であり、100％以下であるため、安全と判断できた。その他の法人は、

利益を出すことができず、自己資本がマイナスのため、測定ができなかった。 

自己資本比率の観点からは、G 法人は 36％であり、30％を超えていたため、安全と

判断できたが、その他の法人は、30％以下、または、マイナスであるため、他人資本（負

債）への依存が高いことがわかった。 

負債比率の観点から、B法人は 439％、G 法人は 179％であり、100％を大幅に超えて

おり、自己資本に対する負債の割合が多かった。負債比率が高く、自己資本比率が低い

ため、財務レバレッジが大きくなっており、結果的に ROE が高くなる現象が起きてい

た。 

成長性では、売上高の伸び率の観点から、A 法人は 10％以上であるため、売上が上

昇していると判断することが可能だったが、D、E、H、I 法人は 21％を超えていたため、

企業の収益面や財務面に問題がないことがわかった。 

経常利益伸び率の観点から、C、F、G 法人は 21％を超えていたため、売上高の伸び率

同様、良好であった。B、I 法人はマイナスであるため不良、その他の法人は、前期経

常利益がマイナスであるため、測定することができなかった。 

  

表３：自社法人の収益性、安全性、成長性指標 

 
 

A B C D E F G H I 

売上高総利益率 44% 42% 43% 41% 43% 45% 35% 28% 34% 

売上高営業利益率 -16% 6% 6% -17% -9% 2% 6% -14% -4% 

売上高経常利益率 -15% 7% 9% -10% -7% 7% 3% -15% -2% 

総資本回転率 2.7 2.2 3.2 3.1 1.8 1.7 2.5 0.2 2.1 

ROA -43% 13% 20% -54% -15% 4% 14% -41% -8% 

ROE - 72% - - - - 17% - - 

流動比率 98% 123% 115% 112% 89% 77% 174% 182% 158% 

固定比率 - 219% - - - - 49% - - 

自己資本比率 -320% 19% -137% -145% -9% -9% 36% -161% -6% 

負債比率 - 439% - - - - 179% - - 

売上高伸び率 20% -4% -3% 62% 65% 5% 0% 62% 56% 

売上総利益伸び率 33% -1% 1% 75% 90% 12% 3% 63% 72% 

営業利益伸び率 - -30% 10% - - - 18% - -340% 

経常利益伸び率 - -38% 61% - - 408% 167% - -174% 

注 ROE：-は期中平均自己資本がマイナスで計算できないため 

  固定比率、負債比率、営業利益伸び率、経常利益伸び率：-は自己資本がマイナスで計算できな

いため 

 

44--33．．各各店店舗舗のの処処方方箋箋とと財財務務のの観観点点かかららのの検検証証  

 処方箋と財務の観点から、処方箋枚数が多いことにより、一定の収入を得るという

傾向はあるが、一部に処方箋の枚数に影響されない店舗が１件、存在していることが

わかった（表４）。 

 

また、損益分岐点分析の結果、販管費（固定費）が売上総利益を超えていると、売上

高が損益分岐点売上高を下回ることから、マイナスとなる店舗が 10 店舗存在している

ことがわかった（表４）。 
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44--22..  財財務務のの観観点点かかららのの検検証証  

表３より、自社グループ A から I 法人の収益性、安全性、成長性を検討した。収益

性で良好な法人は、ROA13％、ROE72％の B 法人と ROA14％、ROE17％の G 法人の２法人

であった。C 法人は ROA が 20％だった。その他の法人は ROA が５％未満、あるいは利

益を出していないため、測定ができない店舗だった。 

安全性では、流動比率の観点から、120％を超えていたのは、B、G、H、I の４法人で

あり、安全と判断することが可能であった。C、D 法人は、120％未満であるが、100％

を超えているため、短期間の支払いに対して現金化できる資産の方が多かった。A、E、

F 法人は 100％を下回り短期的な支払い能力が不足していた。 

固定比率の観点から、B 法人は 219％であり、100％を大幅に超えているため、自己

資本で長期的に回収していく固定資産の運用ができていない状態であることがわかっ

た。G 法人は 49％であり、100％以下であるため、安全と判断できた。その他の法人は、

利益を出すことができず、自己資本がマイナスのため、測定ができなかった。 

自己資本比率の観点からは、G 法人は 36％であり、30％を超えていたため、安全と

判断できたが、その他の法人は、30％以下、または、マイナスであるため、他人資本（負

債）への依存が高いことがわかった。 

負債比率の観点から、B法人は 439％、G 法人は 179％であり、100％を大幅に超えて

おり、自己資本に対する負債の割合が多かった。負債比率が高く、自己資本比率が低い

ため、財務レバレッジが大きくなっており、結果的に ROE が高くなる現象が起きてい

た。 

成長性では、売上高の伸び率の観点から、A 法人は 10％以上であるため、売上が上

昇していると判断することが可能だったが、D、E、H、I 法人は 21％を超えていたため、

企業の収益面や財務面に問題がないことがわかった。 

経常利益伸び率の観点から、C、F、G 法人は 21％を超えていたため、売上高の伸び率

同様、良好であった。B、I 法人はマイナスであるため不良、その他の法人は、前期経

常利益がマイナスであるため、測定することができなかった。 

  

表３：自社法人の収益性、安全性、成長性指標 

 
 

A B C D E F G H I 

売上高総利益率 44% 42% 43% 41% 43% 45% 35% 28% 34% 

売上高営業利益率 -16% 6% 6% -17% -9% 2% 6% -14% -4% 

売上高経常利益率 -15% 7% 9% -10% -7% 7% 3% -15% -2% 

総資本回転率 2.7 2.2 3.2 3.1 1.8 1.7 2.5 0.2 2.1 

ROA -43% 13% 20% -54% -15% 4% 14% -41% -8% 

ROE - 72% - - - - 17% - - 

流動比率 98% 123% 115% 112% 89% 77% 174% 182% 158% 

固定比率 - 219% - - - - 49% - - 

自己資本比率 -320% 19% -137% -145% -9% -9% 36% -161% -6% 

負債比率 - 439% - - - - 179% - - 

売上高伸び率 20% -4% -3% 62% 65% 5% 0% 62% 56% 

売上総利益伸び率 33% -1% 1% 75% 90% 12% 3% 63% 72% 

営業利益伸び率 - -30% 10% - - - 18% - -340% 

経常利益伸び率 - -38% 61% - - 408% 167% - -174% 

注 ROE：-は期中平均自己資本がマイナスで計算できないため 

  固定比率、負債比率、営業利益伸び率、経常利益伸び率：-は自己資本がマイナスで計算できな

いため 

 

44--33．．各各店店舗舗のの処処方方箋箋とと財財務務のの観観点点かかららのの検検証証  

 処方箋と財務の観点から、処方箋枚数が多いことにより、一定の収入を得るという

傾向はあるが、一部に処方箋の枚数に影響されない店舗が１件、存在していることが

わかった（表４）。 

 

また、損益分岐点分析の結果、販管費（固定費）が売上総利益を超えていると、売上

高が損益分岐点売上高を下回ることから、マイナスとなる店舗が 10 店舗存在している

ことがわかった（表４）。 
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表４：2023 年度 各店舗売上高-損益分岐点売上高の差、処方箋枚数、売上総利益、販管費、  

売上総利益-販管費 

 

店舗 売上高-損益分

岐 点 売 上 高

（円） 

処方箋枚数

（枚） 

売 上 総 利 益

（円） 

販管費（円） 売上総利益-販

管費（円） 

B-3 149,023,777 29,857 108,241,709 40,773,317 67,468,392 

F-1 84,876,112 27,075 87,796,954 42,418,109 45,378,845 

G-3 61,582,828 23,034 59,825,062 29,068,433 30,756,629 

G-2 87,830,409 16,130 68,505,753 38,128,368 30,377,385 

B-2 52,151,944 18,188 58,778,573 32,937,855 25,840,718 

D-9 69,104,040 9,460 34,737,547 11,401,014 23,336,533 

F-4 46,451,055 14,594 50,665,829 30,296,823 20,369,006 

I-4 55,129,297 11,292 40,002,429 20,097,909 19,904,520 

B-1 42,621,810 13,724 52,514,903 33,295,896 19,219,007 

G-1 44,785,235 14,314 40,668,415 22,921,507 17,746,908 

G-4 36,587,526 13,835 44,213,217 28,164,299 16,048,918 

F-3 31,447,128 15,036 60,899,644 48,003,422 12,896,222 

F-5 33,637,250 11,293 43,540,244 30,876,178 12,664,066 

I-1 44,263,781 8,820 41,951,037 31,301,095 10,649,942 

G-5 27,884,604 12,341 39,408,063 30,508,246 8,899,817 

F-7 22,676,299 10,807 30,876,808 22,069,587 8,807,221 

E-2 17,305,786 11,820 31,201,618 23,839,025 7,362,593 

D-12 15,146,954 8,717 25,929,125 19,445,135 6,483,990 

F-6 14,102,277 8,097 27,159,289 21,056,762 6,102,527 

C 11,698,801 9,130 28,282,728 22,650,381 5,632,347 

A-2 8,313,207 7,595 30,627,529 27,145,485 3,482,044 

A-1 3,614,019 10,756 19,796,970 17,695,829 2,101,141 

G-6 6,253,725 6,317 25,029,425 22,993,024 2,036,401 

D-1 4,431,753 5,325 16,267,710 14,399,036 1,868,674 

D-6 3,905,923 9,136 23,399,685 21,660,902 1,738,783 

D-2 5,810,724 10,620 32,330,028 30,659,915 1,670,113 

D-11 3,283,860 7,040 31,665,519 30,217,390 1,448,129 

F-2 2,957,317 8,820 27,313,482 25,988,819 1,324,663 

I-3 2,117,413 11,340 35,417,799 34,403,686 1,014,113 

D-10 △ 2,346,245 14,418 56,424,447 57,421,234 △ 996,787 

H △ 4,060,965 5,820 27,426,567 29,035,081 △ 1,608,514 

D-3 △ 13,506,732 10,501 33,204,088 37,898,690 △ 4,694,602 

I-2 △ 10,166,290 12,109 40,440,019 45,197,511 △ 4,757,492 

D-4 △ 11,102,086 8,744 23,885,309 28,862,746 △ 4,977,437 

E-1 △ 17,371,064 7,656 21,831,166 28,702,823 △ 6,871,657 

D-5 △ 20,980,477 4,959 21,011,559 28,384,175 △ 7,372,616 

A-3 △ 21,998,273 7,266 13,581,616 22,310,304 △ 8,728,688 

D-7 △ 22,693,977 8,460 16,852,723 30,068,932 △ 13,216,209 

D-8 △ 28,367,484 20,476 71,794,322 87,150,455 △ 15,356,133 

 

44--44．．総総括括  

 調剤報酬加算の観点から、調剤基本料は条件によって取得できる加算が限られてい

る。従って、地域支援体制加算及び後発医薬品調剤体制加算の取得をしない限り、収益

の伸び率が鈍化することがわかった。また、基本的に処方箋枚数の多少により、収益が

増減するが、応需している診療科の関係だけでは一概に判断することができないこと

がわかった。 

財務の観点から、自己資本比率が低く、他人資本に依存した運営であることがわか

った。このため、G 法人以外は自己資本比率が 30％未満だったことから、収益増大を

目指すことに加えて、負債の見直しや資産の縮小を行う必要があることがわかった。 

固定費で費用の多くを占めているのは、表５に示したように、給料手当や役員報酬、

人材派遣費であり、人員に関わる費用であった。これらの費用見直しを行う、あるい

は、その他に負担になっている固定費を見直してスリム化を図ることが費用軽減に繋

がることを示していた。図７、B-1 における損益分岐点グラフから、固定費が低く、売

上高が高いため、売上高が損益分岐点売上高を大きく上回っていたため、この店舗の

良好な運営を店舗のあるべき姿として確認することができた。 
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表４：2023 年度 各店舗売上高-損益分岐点売上高の差、処方箋枚数、売上総利益、販管費、  

売上総利益-販管費 

 

店舗 売上高-損益分

岐 点 売 上 高

（円） 

処方箋枚数

（枚） 

売 上 総 利 益

（円） 

販管費（円） 売上総利益-販

管費（円） 

B-3 149,023,777 29,857 108,241,709 40,773,317 67,468,392 

F-1 84,876,112 27,075 87,796,954 42,418,109 45,378,845 

G-3 61,582,828 23,034 59,825,062 29,068,433 30,756,629 

G-2 87,830,409 16,130 68,505,753 38,128,368 30,377,385 

B-2 52,151,944 18,188 58,778,573 32,937,855 25,840,718 

D-9 69,104,040 9,460 34,737,547 11,401,014 23,336,533 

F-4 46,451,055 14,594 50,665,829 30,296,823 20,369,006 

I-4 55,129,297 11,292 40,002,429 20,097,909 19,904,520 

B-1 42,621,810 13,724 52,514,903 33,295,896 19,219,007 

G-1 44,785,235 14,314 40,668,415 22,921,507 17,746,908 

G-4 36,587,526 13,835 44,213,217 28,164,299 16,048,918 

F-3 31,447,128 15,036 60,899,644 48,003,422 12,896,222 

F-5 33,637,250 11,293 43,540,244 30,876,178 12,664,066 

I-1 44,263,781 8,820 41,951,037 31,301,095 10,649,942 

G-5 27,884,604 12,341 39,408,063 30,508,246 8,899,817 

F-7 22,676,299 10,807 30,876,808 22,069,587 8,807,221 

E-2 17,305,786 11,820 31,201,618 23,839,025 7,362,593 

D-12 15,146,954 8,717 25,929,125 19,445,135 6,483,990 

F-6 14,102,277 8,097 27,159,289 21,056,762 6,102,527 

C 11,698,801 9,130 28,282,728 22,650,381 5,632,347 

A-2 8,313,207 7,595 30,627,529 27,145,485 3,482,044 

A-1 3,614,019 10,756 19,796,970 17,695,829 2,101,141 

G-6 6,253,725 6,317 25,029,425 22,993,024 2,036,401 

D-1 4,431,753 5,325 16,267,710 14,399,036 1,868,674 

D-6 3,905,923 9,136 23,399,685 21,660,902 1,738,783 

D-2 5,810,724 10,620 32,330,028 30,659,915 1,670,113 

D-11 3,283,860 7,040 31,665,519 30,217,390 1,448,129 

F-2 2,957,317 8,820 27,313,482 25,988,819 1,324,663 

I-3 2,117,413 11,340 35,417,799 34,403,686 1,014,113 

D-10 △ 2,346,245 14,418 56,424,447 57,421,234 △ 996,787 

H △ 4,060,965 5,820 27,426,567 29,035,081 △ 1,608,514 

D-3 △ 13,506,732 10,501 33,204,088 37,898,690 △ 4,694,602 

I-2 △ 10,166,290 12,109 40,440,019 45,197,511 △ 4,757,492 

D-4 △ 11,102,086 8,744 23,885,309 28,862,746 △ 4,977,437 

E-1 △ 17,371,064 7,656 21,831,166 28,702,823 △ 6,871,657 

D-5 △ 20,980,477 4,959 21,011,559 28,384,175 △ 7,372,616 

A-3 △ 21,998,273 7,266 13,581,616 22,310,304 △ 8,728,688 

D-7 △ 22,693,977 8,460 16,852,723 30,068,932 △ 13,216,209 

D-8 △ 28,367,484 20,476 71,794,322 87,150,455 △ 15,356,133 

 

44--44．．総総括括  

 調剤報酬加算の観点から、調剤基本料は条件によって取得できる加算が限られてい

る。従って、地域支援体制加算及び後発医薬品調剤体制加算の取得をしない限り、収益

の伸び率が鈍化することがわかった。また、基本的に処方箋枚数の多少により、収益が

増減するが、応需している診療科の関係だけでは一概に判断することができないこと

がわかった。 

財務の観点から、自己資本比率が低く、他人資本に依存した運営であることがわか

った。このため、G 法人以外は自己資本比率が 30％未満だったことから、収益増大を

目指すことに加えて、負債の見直しや資産の縮小を行う必要があることがわかった。 

固定費で費用の多くを占めているのは、表５に示したように、給料手当や役員報酬、

人材派遣費であり、人員に関わる費用であった。これらの費用見直しを行う、あるい

は、その他に負担になっている固定費を見直してスリム化を図ることが費用軽減に繋

がることを示していた。図７、B-1 における損益分岐点グラフから、固定費が低く、売

上高が高いため、売上高が損益分岐点売上高を大きく上回っていたため、この店舗の

良好な運営を店舗のあるべき姿として確認することができた。 
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表５：各法人人件費比率 

 
 

A B C D E F G H I 

人件費比率 32% 16% 17% 30% 28% 21% 16% 10% 20% 

 

 

図７：売上高が 1番高い B-3 店舗における売上高-損益分岐点売上高の差グラフ 

 

５５．．考考察察  

55--11．．仮仮説説のの検検証証１１  収収益益率率かからら見見たた上上位位、、下下位位のの比比較較かからら  

 年間売上高の上位と下位を比較した場合、上位は２億、１億に到達していたのに対

し、下位は 5,000 万円にも満たない状況であった。売上差の要因として、処方箋枚数、

取得加算、応需している診療科によると考えられた。この結果からは、加算の取得は大

きな経営改善に寄与しているというよりも、処方箋稼働率に診療科や応需している病

院、診療所数が影響していることがわかった（表２）。 

結果的に処方箋は稼働率として店舗への影響が大きいことから、リピーター件数を

上げていくことが経営には重要であることがわかった（著者管理店舗 D-12、2023 年７

月度において、全体 734 回、新患 33 回、リピート率 96％）。しかし、上位の G-2 と I-

1 においては、件数でも加算でもなく、診療科による影響が大きかった。 

神経系の門前薬局において売上高が高い結果となったのは、調剤料の単価が高いた

めである（表６）。また、大学病院や公的病院の処方箋を多く応需している店舗は売上

高が高い傾向であることがわかった（図８）。 

これらの特殊な店舗の状況も考慮しながら、加算と処方箋向上の改善を図る必要が

あると考える。 

 

表６：各店舗売上高と応需診療科 

 

店舗 売上高（円） 応需診療科 店舗 売上高（円） 応需診療科 

B-3 239,083,633 内科、眼科、皮膚科 F-7 79,499,732 整形 

G-2 198,071,305 内科、総合病院 G-6 76,864,579 内科（施設） 

I-1 174,358,842 神経内科、公的病院 I-3 73,950,459 内科、小児科 

F-1 164,214,495 耳鼻科、内科 E-2 73,339,453 内科小児科 

F-3 148,502,320 内科、在宅 A-2 73,121,710 整形外科 

D-10 132,812,296 糖尿病内科、在宅 D-11 71,806,526 整形外科 

D-8 132,626,114 小児科、内科 H 69,242,999 面分業 

G-5 123,472,009 内科、外科 F-6 62,762,167 整形 

G-3 119,785,445 耳鼻咽喉科、施設 F-2 60,977,482 小児科、内科 

B-2 118,627,387 小児科 D-12 60,571,852 消化器内科 

B-1 116,461,803 小児科、整形 D-5 59,793,229 神経内科 

F-5 115,648,017 内科 C 58,745,317 内科 

F-4 115,542,270 整形、内科 E-1 55,187,643 内科小児科 

D-2 112,483,957 人工透析 D-4 53,275,761 耳鼻科 

I-4 110,794,220 消化器、糖尿病内科 D-6 52,563,987 精神科 

D-9 102,864,673 小児科、内科 D-1 38,580,559 内科 

G-1 102,628,839 内科、小児科 A-3 34,228,750 整形外科 

G-4 100,795,095 内科、施設 A-1 34,051,320 整形外科 

D-3 95,530,718 透析科 D-7 28,938,353 小児科 

I-2 86,416,320 内科、脳外科、眼科、耳鼻咽喉科 
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表５：各法人人件費比率 
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B-3 239,083,633 内科、眼科、皮膚科 F-7 79,499,732 整形 

G-2 198,071,305 内科、総合病院 G-6 76,864,579 内科（施設） 

I-1 174,358,842 神経内科、公的病院 I-3 73,950,459 内科、小児科 

F-1 164,214,495 耳鼻科、内科 E-2 73,339,453 内科小児科 

F-3 148,502,320 内科、在宅 A-2 73,121,710 整形外科 

D-10 132,812,296 糖尿病内科、在宅 D-11 71,806,526 整形外科 

D-8 132,626,114 小児科、内科 H 69,242,999 面分業 

G-5 123,472,009 内科、外科 F-6 62,762,167 整形 
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B-1 116,461,803 小児科、整形 D-5 59,793,229 神経内科 

F-5 115,648,017 内科 C 58,745,317 内科 

F-4 115,542,270 整形、内科 E-1 55,187,643 内科小児科 

D-2 112,483,957 人工透析 D-4 53,275,761 耳鼻科 

I-4 110,794,220 消化器、糖尿病内科 D-6 52,563,987 精神科 

D-9 102,864,673 小児科、内科 D-1 38,580,559 内科 
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－ 283 － 商大ビジネスレビュー 2023 AUT.

 

 

図８：令和３年度 調剤医療費の動向 

（厚生労働省 2021③）より、著者作成 

 

 

55--22．．仮仮説説のの検検証証２２  損損益益分分岐岐をを行行っったた結結果果かからら、、処処方方箋箋やや稼稼働働率率ととのの相相関関をを検検討討  

 各店舗の売上高と損益分岐点売上高差及び処方箋枚数から相関を検討した。売上高-

損益分岐点売上高の差がマイナスの場合、処方箋枚数が少ない傾向にある（表４）。 

さらに、売上総利益に対して販売費及び一般管理費が嵩んでいる店舗において、総

売上高が損益分岐点売上高を下回っていた。 

 損益分岐からは、コスト管理の重要性がわかった。販売費および一般管理費の影響

が店舗のマイナス要因として大きいことから、店舗のコストを意識した運営が必要で

ある。 

 

55--33．．立立地地やや競競合合ななどどのの外外部部要要因因をを検検討討  

①門前診療所の近くに位置する店舗は全体のうち 37 店舗、②競合が存在する店舗は

全体のうち５店舗、③法人店舗内でカニバリゼーションが発生せず、ドミナント戦略

ができている店舗が２店舗、④敷地内薬局は１店舗、⑤門前がない面分業を主体とす

る薬局は１店舗だけであった。 

 表２と表６に示したように、門前診療所への依存が高い薬局が多く、健康サポート

薬局のように、地域かかりつけ薬局としての役割で運営できている店舗は１店舗と少

なかった。このことからは、地域医療に貢献するためには、多方面の処方箋を応需して

服薬情報の一元的・継続的管理を行う必要があると考えられた。 

 年々、引き下げられている調剤報酬では、門前診療所だけを頼りに処方箋を応需し

ている調剤薬局は高い点数が取れない。このため、門前薬局から地域かかりつけ薬局

への転換が必要とされる。 

 

６６．．ままととめめ  

66--11．．薬薬局局ビビジジョョンンにに向向けけたた経経営営改改善善へへのの提提案案１１（（売売上上をを伸伸ばばすす要要因因））  

 薬局の収入は、大別して２つであり、１つ目は処方箋を応需した保険調剤収入、２つ

目は Over The Counter：オーバー・ザ・カウンター（OTC）と呼ばれる一般用医薬品等

の物品を販売した時の収入である。処方箋を応需した保険調剤収入に関しては、保険

調剤売上＝処方箋枚数×加算（調剤技術料＋薬学管理料）＋薬価合計で表される。薬価

合計では、薬価差益の縮小により、大きな利益が見込めない状況である。 

また、主として応需している診療科によって異なり、精神神経用剤を多く受けてい

る薬局は処方箋単価が高い傾向にある。 
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処方箋を応需した保険調剤売上の式より、保険調剤による利益を確保するためには

３つの方法があり、①処方箋枚数の増加、②調剤技術料の増加、③薬学管理料の増加で

ある。 

 加算の内訳として、調剤技術料は、調剤基本料、薬剤調製料の 2 つから構成されて

おり、薬学管理料は、調剤管理料、服薬管理指導料、各種加算の 3 つから構成されてい

る（日本薬剤師会 2023）。これらを合計して処方箋を受け付ける毎に算定できる。従

って、単純に考えると、売り上げを伸ばすには、処方箋枚数の増加と高い加算を取得す

ることであるが、それだけでは、売り上げに反映しないことが表 1 と表６から読み取

ることができる。 

 売り上げに影響を与える要因の一つに、神経内科は精神神経用剤等の高額な薬剤を

多く使用するため、処方箋単価が高くなる傾向がある。I-1 の店舗に見られるように、

神経内科の処方箋を主要に応需しており、また、大通りを挟んだ所に総合医療センタ

ーが位置し、その処方箋を応需しているため、加算や処方箋枚数が少なくても売り上

げが高い。 

 また、人工透析を行っている診療所の処方箋を扱っている D-2 や D-3 店舗は取得加

算が低くても、処方箋枚数が多いため、売り上げが高くなる傾向があった。これは、人

工透析が 1 週間のうち、３日間行われており、また、処方も 1 週間毎等、あるいは短

い期間で処方箋を発行されているため、リピート率が高く、処方箋枚数が多くなる。 

それに加えて、人工透析に至った患者は糖尿病を罹患し、糖尿病性腎症を合併して

いる場合が多く認められる。2018 年の透析導入患者数 38,147 人のうち、糖尿病性腎症

患者数 16,122 人であり、全体の 42.3％であると発表している（厚生労働省 2022④）。

このことから、透析患者の処方には糖尿病治療薬におけるインスリン等の注射薬があ

り、その薬剤の単価が高いため、売り上げが高くなる要因となっていると推測される。 

 一方、これまで優位とされてきた病院の門前では、図８にも示したように、大学病院

が圧倒的に高い処方箋単価であることが読み取れた。 

資金的体力がある大手調剤薬局チェーンが積極的に大学病院の前に出店したり、M＆

A をしたりするのは、売り上げを見越したことに起因する。従って、我々のような中小

規模の調剤薬局チェーンが大学病院や公的病院門前に店舗を構えることは難しく、大

手調剤薬局チェーンとは異なる方法で処方箋枚数の稼働率を見込める運営方法が求め

られる。そこで、以降に地域に根差した運営を行うことを目標とするための提案をす

ることとした。 

  

66--22．．薬薬局局ビビジジョョンンにに向向けけたた経経営営改改善善へへのの提提案案２２（（地地域域医医療療ととのの連連携携））  

 「患者のための薬局ビジョン」により、門前から地域へということが掲げられている

ように、中学校区で完結する医療提供体制を整えることで、かかりつけ薬局として安

定した運営を行うことが可能であると考える。 

２年に１度の改定が行われる調剤報酬は、年々厳しくなり、門前で対応しているだ

けの薬局は点数が低くなっている。従って、門前の病院や診療所の処方箋だけを応需

するのではなく、既存の患者で他医療機関を受診している場合に、その処方箋も応需

する、あるいは往診を行っている診療所と連携し、在宅医療に参画することで地域医

療に貢献することが可能となり、地域包括ケアシステムの構築に寄与できると考える。 

また、在宅サービス提供の際には、調剤報酬より、医療保険または介護保険を利用し

て訪問を行ったことによる管理指導料を算定できる。これは、４回/月、算定日の間隔

は６日以上なければならない。よって、患家に訪問回数や在宅患者人数を増やし、服薬

状況を把握し、重複投与を防止することができれば、調剤管理料の加算算定すること

が可能であるうえ、地域医療に貢献することに繋がると考える。 

 自社の状況を考えると、在宅へのサービスを行っている店舗でも、在宅訪問を主に

行っているのではなく、１件から数件、訪問先がある程度である。 

現状は、門前依存の運営が主体であるため、調剤報酬改定毎に算定点数が引き下げ

られた場合、保険点数による売り上げがさらに縮小してしまう。この現状から脱却し、

経営を安定化するためには、地域医療と連携した運営への転換は、喫緊の課題となる。

と考える。 
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